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記入例
市民税・県民税　普通徴収から特別徴収への切替依頼書
　普通徴収２期分以降を９月分から納める場合

特別徴収税額の納期の特例に関する申請書
　正社員５人、繁忙期のみ臨時雇用者 10 人の会社が令和６年度当初からの
適用を申請する場合

特別徴収義務者所在地・名称等変更届出書
　社名が変わったとき

特別徴収税額の納期の特例の要件を欠いた場合の届出書
　２月に要件に該当しなくなった場合

豊　橋　市　長

令和 年 月 日提出

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給
　
与
　
支
　
払
　
者

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フリガナ

氏　　名

生年月日

1月1日現在
の 住 所

現 住 所

昭・平　　　　　　年　　　　　月　　　　　日 普通徴収通知書番号

年税額（ア） 普通徴収納付済額（イ） 差引未納付額（ア）－（イ） 特別徴収開始月 受給者番号 ※記入は
任意

円 円 月円

（第　　 　期まで納付済）
（　　年　　月　　日納入分）
※必ず開始月をご記入ください。

令和　　年度　市民税 ･県民税　普通徴収から特別徴収への切替依頼書

□　連絡を希望します（　　　月　　　日までに）
□　確認済です（　　　月分　　　　　円、翌月以降　　　　　円）
□　税額通知書発送時（この切替依頼書を提出した月の翌月中旬）で間に合います

特別徴収税額の
事前連絡について

個人事業主の方は法人番号欄の記載は
必要ありません。

〒

法 人 番 号

－ 特別徴収義務者
指 定 番 号

連絡先の係
及び氏名並
び に そ の
電 話 番 号

係

氏名

電話

　　　　　課　　　　 係

（　　　）　　－

所 在 地
（住　所）
フ リ ガ ナ

名　　　　称
（氏　名）

　

□　

（　　　　　 ）　　 　　　－

〒

法 人 番 号

－

〒

変　　　　　　更　　　　　　前

令和　　　　年　　　　月　　　　日

名称変更理由
□社名変更
□合併による変更
 □旧社名の法人は登記上存続し社名変更
 □旧社名の法人は登記上解散し合併された
□新法人の設立
□組織再編（会社分割等）
□その他

－

〒 －

ビル名等

（　　　　　 ）　　 　　　－

〒

変　　　　　　更　　　　　　後

－ ビル名等

特別徴収義務者
指 定 番 号

事 項
フリガナ

所 在 地
（住　　所）
フリガナ

名 称
（氏　　名）

電 話 番 号

変更年月日

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給

与

支

払

者

送
　
　
　
付
　
　
　
先

該
当
す
る
項
目
に

□
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

変
　
　
　
更
　
　
　
理
　
　
　
由

豊 　橋 　市 　長

令和 年 月 日提出

フリガナ

フリガナ

所在地

名 称
（氏名）

所在地変更理由
□事務所等の移転
□その他

その他の理由
□特別徴収事務の一本化
□事務所等の廃止
□その他

◎特別徴収事務に係る書類の送付について上記以外の場所を希望さ
れる場合には、下記の欄に送付先の名称・所在地を記入してください。

連絡先の係
及び氏名並
び に そ の
電 話 番 号

係

氏名

電話

　　　　　課　　　　 係

（　　　）　　－

所 在 地
（住　所）

フ リ ガ ナ

名　　　　称
（氏　名）

豊　橋　市　長

令和　　年　　月　　日提出
）
者
務
義
収
徴
別
特
（給

与
　
支
　
払
　
者

所 在 地
（住　所）

〒　 　－ 特別徴収義務者
指　定　番　号

フ リ ガ ナ

名 　 称
（氏　名）

連絡先の係
及 び 氏 名
並びにその
電 話 番 号

係 課　　　　係

氏名

法 人 番 号 電話 （　　　）　 －　　　　

地方税法施行令第 48 条の９の11及び、豊橋市市税条例第 30 条の２の４の規定により下記のとおり届出します。

記

　　　　１．給与の支払を受ける者が常時 10 人未満でなくなったため

　　　　２．その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

注意事項

１．この届出書を提出した場合には、その提出の日の属する納期の特例の期間から地方税法第 321 条の５の２及び豊橋市市税条例第 30 条の２の２に
規定する納期の特例の承認の効力が失われることとなります。

２．この届出書を提出した場合には、その提出の日の属する納期の特例の期間内に特別徴収した税額のうち、その提出の日の属する月分以前の各月
に徴収した税額は、その提出する日の属する月の翌月 10 日までに納付し、その後の各月に徴収した税額は、毎月翌月 10 日までに納付していた
だくことになります。

特別徴収税額の納期の特例に関する申請書

地方税法第321条の５の２並びに、豊橋市市税条例第30条の２の２及び同条２の３の規定により特別徴収税額の納期の特例を申請します。

納期の特例を受けようとする税額 令和　　　  年　　　  月分以降に係る市民税・県民税特別徴収税額

令和　　年　　月分

令和　　年　　月分

令和　　年　　月分

特別徴収義務者
指 定 番 号

連絡先の係
及 び 氏 名
並びにその
電 話 番 号

申請の日前６か月間の給与
の支払状況

支 払 月 別 支払を受けた人員 支払った金額

地方団体の徴収金の納付状況

現に市税の滞納があり又は最

カッコ内には支払を受けた総人員
及び支払った総金額のうち臨時雇
用者に係るものについて記入して
ください。

豊 　橋 　市 　長

令和 年 月 日提出

係

氏名

電話

　　　　課　　　　係

（　　　）　 －

滞納 納付状況 ・納期に納めている
・遅れている有 ・ 無

人
（　　　　 ）

円
（　　　　　　  ）

円
（　　　　　　  ）

円
（　　　　　　  ）

人
（　　　　 ）

人
（　　　　 ）

令和　　年　　月分

令和　　年　　月分

令和　　年　　月分

支 払 月 別 支払を受けた人員 支払った金額

人
（　　　　 ）

円
（　　　　　　  ）

円
（　　　　　　  ）

円
（　　　　　　  ）

人
（　　　　 ）

人
（　　　　 ）

給
与
支
払
者

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

所 在 地
（住　所）
フ リ ガ ナ
名　　　　称
（氏　名）
法 人 番 号

〒　 　－

　個人事業主の方は法人番号欄の記載は必要
　ありません。

月 日

　 　 　

　　　 　

　　　 　　　

　 　日

　

　　

　　 　

　

　 　

　 　

　 　

　

　　

　　

　　　　　  

　　　　　  

　

　

　 　

　　

　 　 　 　

●　要件に該当しなくなったら、すみやかに提出してください。

●新年度当初からの適用を希望する場合、２月～３月頃に申請をしてください。
●一度申請すれば翌年度以降も納期特例が適用されます。

無 納

─  8  ─




